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平成28年４月 
 

中小企業庁 
小規模企業振興課 



●小規模企業振興基本法第十二条に基づく年次報告書(法定白書)。 
●毎年、中小企業政策審議会の意見を聴いた上で、小規模企業の動向に関する報告を国会に提出す 
  ることが義務付けられている。 
●小規模企業振興基本法の制定以降、2016年版は2回目の年次報告。 
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大企業 
約1.1
万者
0.3％ 

中小企業基本法の定義と企業数、従業者数 

中規模企業 
約55.7万者 
14.6% 

小規模事業者 
約325.2万者 
85.1% 

中小企業    380.9万者 
              99.7% 

(資料）「平成26年経済センサス－基礎調査」再編加工 

中小企業 うち 
小規模事業者 

業種 資本金  または  従業員 従業員 
製造業 
その他 3億円以下 300人以下 20人以下 

卸売業 1億円以下 100人以下 5人以下 

サービス業 5,000万円以下 100人以下 5人以下 

小売業 5,000万円以下 50人以下 5人以下 

企業数 従業者数 

大企業 1.1万者 1,433万人 

中小企業 380.9万者 3,361万人 

うち小規模 
事業者 325.2万者 1,127万人 

概  要 

 

小規模企業振興基本法（抄） 
 （年次報告等）  
第十二条  政府は、毎年、国会に、小
規模企業の動向及び政府が小規模
企業の振興に関して講じた施策に関す
る報告を提出しなければならない。 

  
２政府は、毎年、中小企業政策審議
会の意見を聴いて、前項の報告に係
る小規模企業の動向を考慮して講
じようとする施策を明らかにした文書
を作成し、これを国会に提出しなけれ
ばならない。  
 



平成２７年度小規模企業の動向の概要 
 
 
 
 
第１部 小規模事業者(※)の動向 
 第１章 小規模事業者の動向 
 第２章 小規模事業者の活動実態と取組 
  第３章 支援者側から見た小規模事業者 
  第４章 地域の中の小規模事業者 
第２部小規模事業者の未来 
 第１章  業績傾向の良い小規模事業者の特徴等 
 第２章  小規模事業者の多様な側面 
第３部小規模事業者のたくましい取組－未来につなげる－ 
 第１章 需要を見据えた経営の推進 
 第２章 新陳代謝の促進 
 第３章 地域経済の活性化に資する事業活動の推進 
 第４章 地域ぐるみで総力を挙げた支援体制の整備 
に即した事例紹介(全４４事例) 
 
  
 
 
                                                                                                       

平成２７年度（２０１５年度）において講じた小規模企業施策 
 第１章 需要を見据えた経営の推進 
 第２章 新陳代謝の促進 
 第３章 地域経済の活性化に資する事業活動の推進 
 第４章 地域ぐるみで総力を挙げた支援体制の整備 
 第５章 その他の小規模企業振興関係施策 
 第６章 業種別・分野別施策 

※「小規模企業」は、中小企業基本法(第２ 
  条第５項)及び小規模企業振興基本法 
   (第２条第１項)に基づき、おおむね常時使 
   用する従業員の数が２０人以下（商業又 
   はサービス業は５人以下）の事業者を「小 
   規模企業者」と定義されている。 
     小規模企業白書は、ここで定義された小 
   規模企業を対象としているが、この中に会社 
   のみならず、個人事業者も含まれることをわ 
   かりやすく記すため、以下、「小規模企業」の 
   ことを「小規模事業者」ということとする。 

今回の小規模企業白書は、多様な需要や働き方に対する柔軟な対応ができるという特徴を活かし、 
成長発展のみならず「持続的発展」を遂げる小規模事業者の姿をきめ細やかに分析する。 
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第１部 小規模事業者の動向 
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●小規模事業者の業況判断DIは、持ち直し基調の中にも弱い動きが見られる。 
  足下の小規模事業者(※)の水準は、中規模事業者(※)の水準と比べて、依然として低い水準。 

●小規模事業者の従業員数過不足DIは、低下傾向が継続。 
  足下では、中規模・小規模事業者ともに人手不足感が依然として強い。 
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小規模事業者の動向（景況） 

過
剰 

不
足 

※小規模企業白書では、中小企業基本法(第２条第５項)及び小規模企業振興基本法（第２条第１項）で定義された「小規模企業」を対象とするが、この中に「会社」 
 のみならず、「個人事業者」も含まれることをわかりやすく記すため、法令用語として使用する場合以外は、以下、「小規模企業」のことを「小規模事業者」とい 
 うこととする。また、小規模企業白書では、中小企業者から小規模事業者を除いた範囲の事業者を指すときに「中規模事業者」ということとする。 

業況判断DI(前期比季節調整値)
15年Ⅰ期 15年Ⅱ期 15年Ⅲ期 15年Ⅳ期 16年Ⅰ期
▲ 10.8 ▲ 12.7 ▲ 8.0 ▲ 8.8 ▲ 12.2

(+ 1.6) (▲ 1.9) (+ 4.7) (▲ 0.8) (▲ 3.4)
▲ 19.7 ▲ 20.5 ▲ 17.7 ▲ 16.8 ▲ 19.8

(+ 1.4) (▲ 0.8) (+ 2.8) (+ 0.9) (▲ 3.0)
(注) 括弧内は前期差

中規模事業者

小規模事業者

従業員数過不足DI(今期の水準)
15年Ⅰ期 15年Ⅱ期 15年Ⅲ期 15年Ⅳ期 16年Ⅰ期
▲ 15.0 ▲ 13.1 ▲ 16.3 ▲ 19.5 ▲ 18.3

(+ 0.8) (+ 1.9) (▲ 3.2) (▲ 3.2) (+ 1.2)
▲ 10.9 ▲ 10.6 ▲ 12.0 ▲ 13.1 ▲ 12.7

(+ 0.6) (+ 0.3) (▲ 1.4) (▲ 1.1) (+ 0.4)
(注) 括弧内は前期差

小規模事業者

中規模事業者
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(％ポイント、今期の水準)

資料：中小企業庁・(独)中小企業基盤整備機構「中小企業景況調査」

(注) 従業員数過不足DIは、今期において、従業員数が「過剰」と答えた企業の割合(％)から、「不足」と答えた企業の割合(％)を

引いたもの。
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中規模事業者 小規模事業者
(％ポイント、前期比季節

資料：中小企業庁・(独)中小企業基盤整備機構「中小企業景況調査」

(注) 業況判断DIは、前期に比べて、業況が「好転」と答えた企業の割合(％)から、「悪化」と答えた企業の割合(％)を引

いたもの。

中規模・小規模事業者の景況感(業況判断DI) 
の推移 

図１ 図2 中規模・小規模事業者の従業員数過不足DI 
の推移 



小規模事業者の動向（事業者数の増減等）① 
●小規模事業者の約９.1万者減少の要因は、個人事業者の減少。法人数は減少せず。 
●２年間で開業が約28.5万者、廃業が約45.7万者。事業活動の新陳代謝が相当程度に行われている。 
●業種別に見ると「小売業」や「製造業」、「建設業」が顕著に減少。一方、「医療,福祉」や「教育,学習支援業」等は増加。    
●事業者数が大幅に減少する中、売上高は微増し減少していない。２年間で約0.2兆円(＋0.1％)増加。 
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図１ 小規模事業者数の増減(個人、法人別)（2012年-2014年） 図3 小規模事業者数の業種別増減(2012年－2014年) 

図4 売上高の増減(2012年－2014年) 

図２ 小規模事業者数の変化の原因(2012年－2014年) 

(資料)総務省「経済センサス-基礎調査」 総務省・経済産業省「平成24年経済センサス-活動調査」再編加工 (注)企業数＝会社数＋個人事業者数。 
(注)1.平成26年と平成24年の経済センサスを用い、両方で企業情報を確認することができなかった企業のうち、全ての事業所が「開業」したとされている企業を「開業」と見なし、全ての事業所が「廃業」とされているものを 
    「廃業」とみなす。これらの分類に当てはまらなかった企業については「その他」とする。 (注) 2.集計上、事業所移転等の理由により、開廃業数が実際より多く算出されている可能性がある。 
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資料：総務省・経済産業省「平成24年経済センサス－活動調査」、総務省「平成26年経済センサス－基礎調査」再編加工
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横ばい

+0.1万者(+0.1%)

資料：総務省・経済産業省「平成24年度経済センサス－活動調査」、総務省「平成26年度経済センサス－基礎調査」再編加工
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資料：総務省・経済産業省「平成24年度経済センサス－活動調査」、総務省「平成26年度経済センサス－基礎調査」再編加工

(注)「その他４業種」は、「金融業，保険業」、「複合サービス事業」、「鉱業，採石業，砂利採取業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」を括っている。

(万者)

小規模→大企業(n=59)

大企業→小規模(n=52)

中規模→小規模(n=62,873)

小規模→中規模(n=68,414)

廃業(n=456,779)

開業(n=285,865)

その他(n=85,902)

その他＋8.6万者

開業

＋28.6万者

中規模→小規模＋6.3万者

小規模→中規模▲6.8万者

廃業

▲45.7万者

大企業→小規模

＋52者

小規模→大企業

▲59者

増

加

減

少

小規模事業者

9.1万者

減少



小規模事業者の動向（事業者数の増減等）② 
●小規模事業者数減少の背景として、直近(2014年)では自営業主の高齢化が一段と加速。       
  年齢階級別では70代が最多(約80万人)となっている。 
●自営業主の離職理由の第一位が「病気・高齢のため」、次いで「事業不振や先行き不安」、「会社倒産・ 
  事業所閉鎖のため」と続く。 
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図2 自営業主の離職理由 図１ 年齢階級別に見た自営業主数の推移 
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資料：総務省「平成24年就業構想基本調査」

(注) 仕事をやめた理由について主なものを1つ選択
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小規模事業者の活動実態と取組（商圏・売上） 
●小規模事業者の売上の約６割は「同一市町村内」を販売先としている。 
●売上が増加傾向にある者は約7割が商圏が拡大傾向。売上が増加傾向で商圏が減少傾向にある者は1.8％に過ぎず、      
  売上高を増加させるためには商圏の拡大が必要。 
●売上が増加傾向の者は「得意先や顧客がいる」、「商品・サービスの品質と信頼性」を上位要因に挙げているのに対し、 
   売上が減少傾向の者は「商圏自体(取引先や顧客)の景気が悪い」と回答した者が最も多い。 
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図１ 

図2 

図3 商圏区分別の売上高構成比率 

売上の傾向と商圏の拡大・縮小傾向 

売上高が「増加傾向の要因」と「減少傾向の要因」 
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」(2016年1月､㈱日本ｱﾌﾟﾗｲﾄﾞﾘｻｰﾁ研究所)

(注)1.「近隣市町村」とは、主たる事業所のある「同一市町村」の行政区域と接している(同一都道府県内の)

市町村全部をいう。

2.「近隣都道府県とは」、「同一都道府県」の行政区域と接している都道府県全部をいう。

3.本図における構成比率は、4､857者の小規模事業者毎の商圏区分別の売上高構成比率を単純平均したもの。
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」(2016年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所)
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増加の要因(n=1,338) 減少の要因(n=1,366)

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」(2016年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所)



●情報管理面のIT活用状況は、事務処理・経理ソフトの活用が比較的高く、それ以外は総じて低い。 
●宣伝面でのITの活用はホームページが最も多く約4割を占め、インターネット受注を導入している者は17.1%。 
  このうち、インターネットでの受注比率は1％～20%未満が約6割を占め、0％も約１割。 
●また、インターネットでの受注比率の高い者の方が、売上高が増加傾向にある。 

図１ 

図2 

図3 

図4 

情報管理面におけるIT活用率(複数回答) 

宣伝面におけるIT活用率(複数回答) 

売上高に占めるインターネットでの受注比率 

インターネットでの受注比率と売上高の傾向 

小規模事業者の活動実態と取組（IT活用） 
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20.1%

12.6%

14.4%

21.4%

25.1%

25.7%

40.5%

62.2%

0% 20% 40% 60% 80%

特にない

税務申告ソフト

給与管理ソフト

販売・仕入ソフト

(在庫管理など)

その他の業務用ソフト

顧客管理ソフト

経理ソフト

事務処理ソフト(ﾜｰﾌﾟﾛ、

表計算、ｸﾞﾗﾌ作成など)

(n=4,857)

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」(2016年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所

(注) 「特にない」を選択した者は、ほかの項目は選択していない。

43.9%

4.4%

9.3%

12.3%

16.5%

25.6%

41.4%

0% 20% 40% 60% 80%

特にない

その他

ネット(自社ｻｲﾄ以外)での受発注･販売､予約

ネット(自社ｻｲﾄ)での受注･販売､予約

電子メール、メルマガ

ブログﾞ､ＳＮＳ(ﾌｪｲｽﾌﾞｯｸ､ﾂｲｯﾀｰなど)  

ホームページ

(n=4,857)

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」(2016年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所)

(注)1.「ネット(自社サイト以外)」とは、インターネット出店サイトのこと。

2.「特にない」を選択した者は、ほかの項目は選択していない。

重複回答を除くとn=832となり、

全体(n=4,857)の17.1%がインタ

ーネットでの受注を導入。

0％

8.7%

1％以上～20％未満

63.4%

20％以上～40％未満

14.0%

40％以上～60％未満

5.2%

60％以上～80％未満

4.1%

80％以上～100％未満

4.1%

100%

0.6%

0％

1％以上～20％未満

20％以上～40％未満

40％以上～60％未満

60％以上～80％未満

80％以上～100％未満

100%

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」(2016年1月、（株）日本アプライドリサーチ研究所）

(n=832)

60.0%

53.1%

44.1%

38.6%

42.2%

35.5%

25.0%

36.9%

40.0%

31.3%

35.3%

38.6%

40.5%

43.5%

33.3%

41.1%

0.0%

15.6%

20.6%

22.7%

17.2%

21.0%

41.7%

22.0%

0% 50% 100%

100％(n=5)

80％以上～100％未満(n=32)

60％以上～80％未満(n=34)

40％以上～60％未満(n=44)

20％以上～40％未満(n=116)

1％以上～20％未満(n=529)

0％(n=72)

全体(n=832)

増加 横ばい 減少

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」(2016年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所)



小規模事業者の活動実態と取組（効率的な経営） 
●経営計画を作成したことがある者は約５割。半数は経営計画を作成したことがない。 
●経営計画を作成したことがある者は、作成したことがない者に比べて売上高が増加傾向が高い。 
●経営計画を作成した背景・動機は「補助金申請で必要となったから」が最も多く、 
  経営計画の作成の効果は「経営方針と目標が明確になった」が最も多い。 

作成した

ことがある

53.0%

作成した

ことがない

47.0%

(n=4,857)

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」

(2016年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所)

図１ 経営計画の作成の有無 

図2 経営計画の作成の有無と
売上高の傾向 

20.2%

34.0%

27.5%

46.6%

42.3%

44.3%

33.2%

23.7%

28.1%

0% 50% 100%

作成したことがな

い(n=2,282)

作成したことがある

(n=2,575)

全体(n=4,857)

増加 横ばい 減少

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」

(2016年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所)

図3 

図4 

経営計画を作成した背景・動機 

経営計画作成の効果 
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38.3%

16.4% 18.3%

5.3%

15.8%

4.0%
0.7% 1.0% 0.2%

11.3%

23.1%
16.5%

22.4%

9.6%

6.6%

1.5% 2.5% 6.6%

9.5%

18.6%

15.1%

19.1%

6.2%

7.0%

3.4%
6.4%

14.8%

59.1% 58.1%

49.9%
46.8%

31.6%

17.6%

5.6%
9.9%

21.6%

0

10

20

30

40

50

60

70

補助金申請

で必要とな

ったから

業績を向上

させたいから

経営状態を

正しく知りた

かったから

自社の強み

や弱みを知

りたいから

融資を受ける

ために必要と

なったから

研修やセミナ

ー等で啓発を

受けたから

取引先説明

などで必要性

を感じたから

その他 特にない

1位の回答(n=2,575)

2位の回答(n=2,575)

3位の回答(n=2,575)

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」(2016年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所)

(注) 複数回答は、選択肢のうち、最もあてはまるもの上位3つを回答。

(%)

39.3%

19.7%
13.4%

9.1% 8.6%
4.6%

1.0% 1.0% 0.7%
1.5% 1.0%

20.2%

35.1%

10.4%

10.3%
7.9%

4.6%

3.3% 1.9% 0.7% 3.1% 2.5%

14.3%

13.8%

14.7%

10.2%
8.8%

6.4%

6.4%
2.8% 1.6%

15.3%

5.7%

73.8%
68.6%

38.5%

29.6%
25.3%

15.6%
10.7%

5.7%
3.0%

19.9%

9.2%

0

10

20

30

40

50

60

70

80

経営方針と

目標が明確

になった

自社の強

み・弱みを

認識できた

販路開拓の

きっかけと

なった

資金繰りの

状況が把握

できた

金融機関

から信用が

得られた

新事業立上

げの参考と

なった

社内の

士気向上が

図れた

取引先との

交渉の役に

立った

ブランディ

ングに成功

した

その他 特に効果が

なかった

1位の回答(n=2,575)

2位の回答(n=2,575)

3位の回答(n=2,575)

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」(2016年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所)

(注) 複数回答は、選択肢のうち、最もあてはまるもの上位3つを回答。

(%)



小規模事業者の活動実態と取組（短期・中長期的側面の取組） 
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図3 図1 

図２ 

中長期的な事業展開で重要と考えているものと
実際の取組(複数回答) 

●日々の経営努力の取組では「集客・販売力向上」と「業界団体会合やセミナー参加などによる情報収集」が多い。 
●リピーター客獲得のための取組では、「商品・サービスの信頼性」と「納期遵守や丁寧な接客に基づく信頼獲得」が多い。
●中長期的な事業展開で重要と考えているものと、実際の取組で最も差があるのは「後継者や従業員の確保・育成」。   
   販路拡大や新商品開発を含め、重要性は高いと認識しつつも、取り組みが進んでいないことがうかがえる。 

日々の経営努力の中で実際に取り組んでいるもの
(複数回答) 

リピーター客獲得のための取組(複数回答) 

56.8%
51.6%

47.0% 45.6%

28.7%
21.3%

16.7% 10.5%

4.2%

16.9%

41.2%
34.9%

27.8%
32.0%

17.5%

9.8% 9.3%
3.8%

1.8%

25.4%

0%

20%

40%

60%

80%

既存事業

の商圏(販

路)拡大

既存事業

の高付加

価値化や

工夫

後継者や

従業員の

確保･育成

既存事業

の新商品・

新ｻｰﾋﾞｽ

の開発

生産性

の向上

新分野進

出に向け

た準備(市

場調査､研

究等)

既存事業

の取引先

の分散化

業態転換

に向けた

準備(市場

調査､研究

等)

その他 特にない

中長期的な事業展開で重要と考えているもの(n=4,857)

実際に取り組んでいるもの(n=4,857)

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」(2016年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所)

(％)

49.2% 48.1%

29.9%
29.1% 28.4% 21.4% 20.5% 19.1% 15.7% 14.7%

11.0%
2.9%

7.3%

0%

20%

40%

60%

80%

集
客
・
販
売
力
向
上

業
界
団
体
会
合
や
セ
ミ
ナ
ー

参
加
な
ど
に
よ
る
情
報
収
集

従
業
員
の
技
術
・

技
能
の
向
上

人
件
費
抑
制
や
経
費
節
約

仕
入
値
の
抑
制
努
力

資
金
調
達

従
業
員
の
士
気
向
上

生
産
性
・
歩
留
ま
り
向
上

正
確
な
棚
卸
し
な
ど

在
庫
管
理

従
業
員
の
処
遇
改
善

（
賃
金
、
福
利
厚
生
な
ど
）

効
率
的
な
従
業
員
シ
フ
ト

な
ど
の
労
務
管
理

そ
の
他

特
に
取
り
組
ん
で
い
な
い

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」

(2016年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所)

(n=4,857)

(％)

51.3%

44.1%
38.6%

29.4%

17.9% 16.4% 15.7%

7.0% 4.7%

12.3%

0

20

40

60

80

商品･ｻｰﾋﾞ

ｽの信頼

性(味を含

む)の追求

納期遵守

や丁寧な

接客に基

づく信頼

獲得

心地よい

店舗･事業

所作り

顧客名簿

の作成･

管理

多頻度小

口注文･

配送への

対応

ﾀﾞｲﾚｸﾄﾒｰ

ﾙやﾒﾙﾏｶ

ﾞによる商

品案内

ﾎﾟﾝﾄｶｰ

ﾄﾞ､会員

制などの

工夫

顧客参加

型の説明

会･体験会

(試食販売

含む)

その他 特に取り

組んで

いない

(n=4,857)

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」(2016年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所)

(注)「特に取り組んでいない」を選択した者は、ほかの項目は選択していない。

(%)



小規模事業者の活動実態と取組（人材育成） 
●人材育成の取組の有無は約4割の者が「取り組んでいる」と回答。 
●人材育成に取り組んでいない者の理由は、「時間的余裕がないから」が最も多い。 
●人材育成の狙いや目的では「技術・技能の向上」が最も多く、「商品・サービス知識の向上」、「コミュニケーション 
  力(接客や交渉)」と続く。 
●また、業績傾向は人材育成取組者の方が取り組んでいない者よりも良い。  
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図１ 図3 

図2 

図4 

人材育成の取組の有無(直近3年以内) 取り組んでいる人材育成の「内容」(複数回答) 

人材育成に「取り組んでいない」理由 

人材育成の取組の有無と売上高の傾向 

時間的余裕

がないから

20.1%

何から取り組んだ

ら良いか分からな

いから 11.6%

経済的余裕

がないから

9.6%

経営者がしっかり

していれば大丈夫

だから 8.4%
自社に必要な

研修等がない

から 6.4%

就業時間内に

時間が割けな

いから 5.3%

取引先や業界団

体、マスコミ等の

情報で十分だから

4.3%

売上や利益に

直結しないから

1.9%

その他

32.5%

(n=3,034)

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」

(2016年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所)

49.0%

10.6%

19.4%

3.8%

12.7%

1.4% 1.6% 0.5% 0.7% 0.2%

16.9%

29.3%
15.7%

16.2%
6.0%

3.3% 3.1% 2.7% 1.2% 5.4%

7.9%

21.6%

13.8%

13.9%

7.3%

3.8% 2.9%
2.2%

10.8%

15.9%

73.8%

61.5%

48.9%

33.9%

26.0%

8.5% 7.6% 5.4%

12.7%

21.5%

0

20

40

60

80

技術・技

能の向上

商品・サ

ービスの

専門知識

の向上

コミュニケ

ーション力

（接客や

交渉）

士気の

向上

経営・マ

ネジメン

ト力

プレゼン

力（対金

融機関

・顧客）

ＩＴスキル

の向上

（ＨＰなど

発信力）

ＩＴスキル

の向上

（表計算、

経理ソフ

ト等）

その他 特にない

1位(n=1,823)

2位(n=1,823)

3位(n=1,823)

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」(2016年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所)

(注) 複数回答は、選択肢のうち、最もあてはまるもの上位３つを回答。

(%)

取り組んで

いない

62.5% 

取り組んで

いる 37.5% 

(n=4,857)

取り組んでいない(n=1,823)

取り組んでいる(n=3,034)

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」

(2016年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所)

23.1

34.9

27.5

45.2

42.9

44.3

31.7

22.2

28.1

0% 50% 100%

取り組んでいない

(n=3,034)

取り組んでいる

(n=1,823)

全体(n=4,857)

増加 横ばい 減少

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」(2016年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所)



小規模事業者の活動実態と取組（事業承継）① 
●事業承継後、「新しい取組」を実施した現経営者は約７割。 
●「事業承継する直前の業績傾向」と「新しい取組を実施後の業績傾向」を比較すると、事業承継する直前の業績傾向では 
 「上昇基調」が23.2％だったのに対し、新しい取組を実施後の業績傾向は「上昇基調」が57.5％と大幅に増加。 
●新しい取組の具体的内容では、小売業では「店舗の改装・リニューアル・駐車場整備」が最も多く、製造業では「取引先拡大 
 (販路開拓)のための営業活動」が最も多い。 

実施した

(実施中を含む)

66.9% 

実施していない

33.1% 

(n=2,631)

実施した(実施中を含む)

(n=1,759)

実施していない

(n=872)

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」

(2016年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所)

図１ 事業承継後の「新しい取組」の実施の有無 「新しい取組」の具体的内容(小売業／複数回答) 
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2.7%

8.9%

17.0%

17.7%

21.1%

22.7%

20.6%

23.4%

35.5%

40.4%

60.3%

0% 20% 40% 60% 80%

その他

従業者教育(商品知識､技術･技能講習等)

新分野進出(経営多角化)や業態転換

業界会合や異業種交流への参加(ﾈｯﾄﾜｰｸ力の向上)

経営管理の改善(在庫管理、ｺｽﾄ管理など)

情報発信の強化(広告宣伝､ﾌﾞﾛｸﾞ､SNSなど)

IT環境の整備(HPの充実､受注機能の付与など)

新商品･ｻｰﾋﾞｽの開発(産学連携や企業間連携含む)

既存商品･ｻｰﾋﾞｽの改良･改善､高付加価値化

取引先拡大(販路開拓)のための営業活動

店舗の改装･ﾘﾆｭｰｱﾙ､駐車場整備(装置､設備を含む)

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」(2016年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所)

(n=564)

図3 

「新しい取組」の具体的内容(製造業／複数回答) 図4 

6.3%

19.8%

15.8%

24.0%

21.4%

23.7%

25.8%

41.2%

47.4%

54.9%

28.4%

0% 20% 40% 60% 80%

その他

従業者教育(商品知識､技術･技能講習等)

新分野進出(経営多角化)や業態転換

業界会合や異業種交流への参加(ﾈｯﾄﾜｰｸ力の向上)

経営管理の改善(在庫管理、ｺｽﾄ管理など)

情報発信の強化(広告宣伝､ﾌﾞﾛｸﾞ､SNSなど)

IT環境の整備(HPの充実､受注機能の付与など)

新商品･ｻｰﾋﾞｽの開発(産学連携や企業間連携含む)

既存商品･ｻｰﾋﾞｽの改良･改善､高付加価値化

取引先拡大(販路開拓)のための営業活動

店舗の改装･ﾘﾆｭｰｱﾙ､駐車場整備(装置､設備を含む)

(n=430)

上昇基調

23 .2%

横ばい

46 .6%

下降基調

30 .2%

(n=2,631)

上昇基調(n=610)

横ばい(n=1,226)

下降基調(n=795)

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」(2016年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所)

事業承継する直前の業績傾向

(承継直前3年間程度)
新しい取組を実施後の業績傾向

(取組実施後3年間程度)

上昇基調

57.5%

横ばい

36.0%

下降基調

6.5%

(n=1,759)

上昇基調(n=1,011)

横ばい(n=633)

下降基調(n=115)

図2 事業承継する直前の業績傾向と新しい取組を 
実施後の業績傾向 



小規模事業者の活動実態と取組（事業承継）② 
●「事業承継(後継者)の方針」では、約１／３が「当面必要なし」、約１／３が「後継者や候補がいる」、残りの１／３が     
   「後継者候補が見つからない」や「廃業予定」等。 
●「承継したいが現時点で後継者候補が見つからない」者の「親族以外への事業承継」について、抵抗感がある者52.1％。 
   その理由の上位は、「親族(同族)で経営しているため」と「事業所・店舗等と居住場所が一体のため」等。 
●「廃業予定者と廃業を考えている者」の「廃業を考えている理由」は、「高齢化のため体力・判断力の低下など」が最も多い。 
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図１ 

図2 

事業承継(後継者)についての方針 

親族以外への事業承 
継に対する抵抗感 

図3 廃業を考えている理由 

図5 「廃業したいが、現時点で廃業できない」理由 

当面、事業承継も

廃業もする必要が

ない 36.1%

承継予定であり、

後継者は決定して

いる 22.4%

承継予定で

あり、後継

者候補がい

る 9.9%

承継したいが、

現時点で後継者候補

が見つからない

5.9%

承継したいが、

承継できない（収入・

生活面の不安など）

2.2%

廃業を予定している

3.3%

廃業をしたいが、

現時点で廃業できない

1.5%

事業承継するか廃業す

るか検討中である

3.1%

まだ、事業承継も廃業

も検討していない

14.5%

その他

1.2%

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」

(2016年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所)

(n=4,857)

とてもある

19.2%

ややある

32.9%

あまりない

31.8%

ない

16.1%

(n=286)

とてもある(n=55)

ややある(n=94)

あまりない(n=91)

ない(n=46)

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」

(2016年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所)

高齢化のため

(体力・判断力

の低下など)

47.0%

業績が厳

しいため

24.6%

従業者等に適任

者がおらず､あき

らめているため

10.3%

現在の業績は問

題ないが､今後

業績悪化の懸念

があるため

7.3%

その他

10.8%

(n=232)

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」

(2016年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所)

図4 親族以外への承継に抵抗感がある理由 

25.5%

36.2%

17.4%

6.0% 8.7% 4.7% 1.3%

21.5%

12.8%

14.8%

13.4%

20.1%

6.0% 11.4%

9.4% 6.0%

16.8%

14.8%
4.7%

19.5%

28.9%

56.4% 55.0%
49.0%

34.2% 33.5%
30.2%

41.6%
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承継後の経
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ため
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族以外に承

継しにくい

ため

その他 特にない

1位(n=149)

2位(n=149)

3位(n=149)

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」(2016年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所)

(注) 複数回答は、選択肢のうち、最もあてはまるもの上位３つを回答。

(%)

31.5%

12.3%

34.2%

11.0% 8.2%
0.0% 1.4%

28.8%

13.7%

5.5%

11.0%
11.0%

5.5%
8.2%

4.1%

19.2%

4.1%

11.0%

2.7%

8.2%

16.4%

64.4%

45.2% 43.8%

33.0%

21.9%

13.7%

26.0%

0

20

40

60

80

廃業後の

生活に困

るため

自身の生き

甲斐になっ

ているため

借入金が

あるため

固定(顧)客

等からの事

業継続要望

が強いため

従業者の

生活を守

るため

廃業の費用

(撤去費等)

が準備でき

ないため

その他

1位(n=73)

2位(n=73)

3位(n=73)

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」(2016年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所)

(注) 複数回答は、選択肢のうち、最もあてはまるもの上位３つを回答。

(%)



支援者側から見た小規模事業者（商工会・商工会議所） 
●経営指導員が、相談・指導対応を実施した小規模事業者の業種では、小売業(26.1％)が最も多く、次いで 
  サービス業(18.2％)、建設業(16.8％)、飲食店・宿泊業(16.4％)となっている。 
●増加傾向にある相談内容は「廃業」、「販路開拓」、「市場調査、事業計画の策定や見直し」などであるのに対 
  し、解決が難しくなっている相談内容は「人材の確保育成」、「新しい商品・サービスの開発」、「販路開拓」が上 
   位となっている。また、相談件数は少ないものの、解決が難しい相談内容として「第二創業(業態転換、新分野 
   進出)」が挙げられる。 
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図１ 相談指導を実施した小規模事
業者の業種構成(直近1年間) 

図2 相談が増加しているものと、解決が難しくなっているもの(直近3年間) 

小売業 

26.1% 

サービ

ス業

18.2% 建設業 

16.8% 

飲食

店・宿

泊業 

16.4% 

製造業 

13.7% 

卸売業 

4.1% 

その他 

4.5% 

(n=6,378) 

資料：中小企業庁委託「経営支援活動に関する実態把握調査」 
(2016年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所) 

(注) 小規模事業者が対象であった相談・指導の延べ件数(直近1
年業種構成比率について、経営指導員が回答したもの。 
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(n=4,480)

業務の
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(業態転換
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進出)

(n=1,831)

売掛金

の回収

(n=1,687)

「相談が増加傾向である」とする回答 「解決が難しくなっている」とする回答（％）

資料：中小企業庁委託「経営支援活動に関する実態把握調査」(2016年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所)

(注) n値は、直近1年間に相談実績が有ると回答した経営指導員等の数である。
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金融機関出身 
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支援機関出身 

11.8% 

税理士 

4.4% 

社会保険労務士 
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行政書士 

1.2% 

弁理士 
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3.9% 

(n=408) 

 製造業 

29.5% 

 サービス

業24.0%  小売業 

12.7%  宿泊業 

・飲食業 

8.3% 

 建設業 

5.6% 

 卸売業 

5.1% 
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2.4% 

 情報通信業 
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・保険業 
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●中小企業・小規模事業者が抱える経営課題を解決するため、国として、全国の「よろず支援拠点」に 
  多様な経歴を持つ専門家を配置。相談者としては、製造業の割合が高い(29.5％)。 
●他の支援機関とも連携しながら、個別の経営課題に適した解決方法を提供している。 
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「よろず支援拠点」に配置されている専門家の経歴 「よろず支援拠点」における相談の解決方法 

相談内容に応
じ、適切な支
援機関、専門
家を紹介 相談内容に応じ、

適切な支援チーム
を編成し、課題解
決にあたる 

相談者の内訳(業種別) 相談者の内訳(従業員規模別) 

図１ 

図2 図3 

 
(注) 専門家は、コーディネーター数及びサブコーディネータ数を計上している。 
資料：中小企業庁 

創業前の者、または20人以下の事業者が合わせて約8割 

製造業が約3割 

(注) 相談件数を計上している。件数は平成27年4月から12月までの実績。 
資料：中小企業基盤整備機構 

(内訳)よろず支援拠点が相談者に紹介した支援機関等 

(注) 平成27年4月から12月までの相談件数の実績。 
     未報告分の件数は含まれていない。 (注) 相談のあった企業の延べ件数を計上。件数は平成27年4月から  

     12月までの実績。相談者(従業員規模別)のn値について従業員  
     規模が不明であった分を除いているため、相談者数(業種別) 
     のn値と一致しない。 資料：中小企業基盤整備機構 

支援者側から見た小規模事業者（よろず支援拠点） 

図4 

※「よろず支援拠点」とは、地域の 
    支援機関と連携し ながらワンス 
      トップで様々な経営相談に対応 
    する窓口。平成２６年度から各都 
    道府県に整備。  
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地域の中の小規模事業者（人口との関係） 
●1,741基礎自治体の人口増減と事業所増減率を見ると、小規模事業所の方が中・大規模事業所よりも人口の影響を 
  受けやすい。 
●自治体人口規模別に1,000人あたり事業所数で比較すると、自治体の人口規模にかかわらず、 人口に比例して一定 
   数が存在(全国平均30事業所)。小規模事業者は人口に比例して存在し、地域の生活に密着した存在。   
●人口1,000人あたりの小規模事業所数で「郡部の町村」と「大都市部」の産業構造を比較すると、「情報通信業」や「専 
   門技術サービス業」、「卸売業」、「不動産業」、「医療・福祉」など数多くの業種で大都市部の方が多い。 
●「郡部の町村」は、「建設業」、「小売業」、「生活関連ｻｰﾋﾞｽ業(理美容や洗濯業)」など生活に密着した業種が多い 

図2 

図3 人口1,000人あたり小規模事業所数(郡部と大都市の倍率比較) 

人口1,000人あたりの小規模事業所数 

図1 人口増減率(2010-2015)と事業所増減率
(2009-2014)の関係 

-26.0%

-12.9%
-9.3%

-6.8% -7.8%

-19.7%

-5.8% -1.8%

1.3% 0.5%

-30.0%

-20.0%

-10.0%

0.0%

10.0%

人口増減率

～-10％

(n=123)

人口増減率

-10％～-5％

(n=602)

人口増減率

-5％～0％

(n=694)

人口増減率

0％～5％

(n=275)

人口増減率

5％～

(n=47)

事
業
所
増
減
率

小規模事業所 中・大規模事業所

資料：総務省「平成21年経済センサス―基礎調査」(09年)、総務省・経済産業省「平成26年経済センサス―基礎調査」(14年)、

総務省「住民基本台帳」(10年、15年)

(注)1. 人口増減率は2010年～2015年、事業所増減率は2009年～2014年で比較している。2. 事業所ベースであり、事業所を名寄せした企業ベースではない。

3. 統計上の「事業所の従業者総数19人以下、または4人以下」の公表値を使用しており、中小企業基本法に定められた小規模企業者の規準

(常用雇用者20人以下(一部の業種は5人以下))ではない。

4. 非農林漁業のみを集計している。
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資料：総務省・経済産業省「平成26年度経済センサス―基礎調査」、総務省「平成３年事業所統計調査」、総務省「住民基本台帳（平成27年1月1日）」、

総務省「平成2年国勢調査」

(注)1．事業所ベースであり、事業所を名寄せした企業ベースではない。 2．非農林漁業について集計している。

3．統計上の「事業所の従業者総数19人以下・または4人以下の公表値を使用しており、中小企業基本法に定められた小規模事業者の規準

（常用雇用者20人以下（一部は5人以下））ではない。
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宿泊業，

飲食ｻｰ

ﾋﾞｽ業

教育，

学習支

援業

運輸業，

郵便業

ｻｰﾋﾞｽ業

(他に分

類されな

いもの)

生活関連

ｻｰﾋﾞｽ業

，娯楽業

製造業 小売業 建設業 その他

の業種

「大都市の人口千人あたり小規模事業所数」÷「郡部の人口千人あたり小規模事業所数」＝「倍率」

「郡部の人口千人あたり小規模事業所数」÷「大都市の人口千人あたり小規模事業所数」＝「倍率」

資料：経産省「平成26年度経済センサス―基礎調査」、総務省住民基本台帳（平成27年1月1日）

(注)1．本表における「大都市」とは、「東京特別区＋政令市都市」を指す。

2．事業所ベースであり、事業所を名寄せした企業ベースではない

3．統計上の「事業所の従業者総数19人以下・または4人以下の公表値を使用しており、中小企業基本法に定められた小規模事業者の規準

（常用雇用者20人以下（一部は5人以下））ではない。

4．その他の業種は、鉱業､採石業､砂利採取業、電気・ガス・熱供給・水道業､複合サービス事業､で構成される。

(倍)
大都市の方が郡部より人口

千人あたり小規模事業所が多い業種

郡部の方が大都市部より人口

千人あたり小規模事業所が多い業種

大都市は

郡部の約５倍

郡部は

大都会の1.6倍



地域の中の小規模事業者（地域における意義） 
●地域区分別に小規模事業所開設時期を見ると、都市部から地方部に行くに従い、30年以上存続している事業所の割合 
  が高い。地方部に行くほど、息の長い事業活動を続けていることの表れである。  
●地域区分別に企業規模別の売上高、給与総額及び従業者数の構成割合を見ると、都市部から地方に行くほど小規模事 
   業者の構成割合が高くなっている。「地方都市」や「郡部の町村」ほど、小規模事業者の地域経済への貢献度が高い。  

図１ 2014年に存在する小規模事業所の開設時期(地域区分別) 

図2 企業規模別の売上高構成(2012年事業者ﾍﾞｰｽ／地域区分別) 図4 企業規模別の従業者数構成(2012年事業者ﾍﾞｰｽ／地域区分別) 
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企業規模別の給与総額構成(2012年事業者ﾍﾞｰｽ／地域区分別) 図3 

5.7%

15.9%

20.8%

25.8%

25.2%

49.6%

51.8%

51.2%

69.0%

34.5%

27.4%

23.1%

0% 50% 100%

東京特別区＋

政令指定都市

(n=約793兆円)

県庁所在市及び

30万人以上都市

(n=約125兆円)

地方都市

(n=約223兆円)

郡部の町村

(n=約37兆円)

小規模事業者 中規模事業者 大企業

資料：総務省「平成24年経済センサス－活動調査」(再編加工)

(注)1．企業約386万社のうち、50万社以上が売上高を回答していない

2．本表における「地方都市」とは、政令指定都市、県庁所在市、30万人以上都市を除いた市部を指す。

9.0%

20.4%

25.2%

31.7%

33.2%

53.3%

54.5%

54.2%

57.7%

26.3%

20.3%

14.1%

0% 50% 100%

東京特別区＋

政令指定都市

(n=約80兆円)

県庁所在市及び

30万人以上都市

(n=約17兆円)

地方都市

(n=約33兆円)

郡部の町村

(n=約6兆円)

小規模事業者 中規模事業者 大企業

資料：総務省「平成24年経済センサス－活動調査」(再編加工)

(注)1．企業約386万社のうち、50万社以上が回答していない

2．本表における「地方都市」とは、政令指定都市、県庁所在市、30万人以上都市を除いた市部を指す

15.6%

29.5%

37.0%

45.4%

37.5%

51.4%

49.9%

46.8%

46.9%

19.0%

13.1%

7.7%

0% 50% 100%

東京特別区＋

政令指定都市

(n=約2,256万人)

県庁所在市及び

30万人以上都市

(n=約696万人)

地方都市

(n=約1,407万人)

郡部の町村

(n=約251万人)

小規模事業者 中規模事業者 大企業

資料：総務省「平成24年経済センサス－活動調査」(再編加工)

(注) 本表における「地方都市」とは、政令指定都市、県庁所在市、30万人以上都市を除いた市部を指す。

34.3%

36.0%

41.0%

45.1%

37.0%

38.3%

37.3%

36.4%

26.0%

23.9%

20.4%

17.6%

0% 50% 100%

東京特別区＋

政令指定都市

(n=約120万事業所)

県庁所在市及び

30万人以上都市

(n=約71万事業所)

地方都市

(n=約173万事業所)

郡部の町村

(n=約37万事業所)

1984年以前に開設 1985年～2004年に開設 2005年以降に開設

資料：総務省「平成26年経済センサス－基礎調査」

(注) 本表における「地方都市」とは、政令指定都市、県庁所在地、30万人以上都市を除いた市部を指す。



第２部 小規模事業者の未来 
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業績傾向の良い小規模事業者の特徴等（経営者の年齢別の分析） 
●経営者の年齢世代別に売上高の傾向や経営計画の作成状況を見ると、若い世代ほど業績 
   傾向が良く、また、積極的な経営活動をしている。 

図１ 直近3年間の売上高の傾向(年齢世代別) 図2 経営計画の作成の有無(年齢世代別) 

14.4%

21.8%

26.0%

33.8%

51.2%

38.9%

27.5%

44.7%

46.7%

44.7%

43.8%

37.1%

47.2%

44.3%

40.9%

31.5%

29.2%

22.4%

11.6%

13.9%

28.1%

0% 50% 100%

70歳以上

(n=687)

60歳以上70歳未満

(n=1,498)

50歳以上60歳未満

(n=1,084)

40歳以上50歳未満

(n=1,027)

30歳以上40歳未満

(n=525)

30歳未満

(n=36)

全体

(n=4,857)

増加 横ばい 減少

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」(2016年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所)

43.1%

47.5%

53.7%

60.6%

63.8%

77.8%

53.0%

56.9%

52.5%

46.3%

39.4%

36.2%

22.2%

47.0%

0% 50% 100%

70歳以上

(n=687)

60歳以上70歳未満

(n=1,498)

50歳以上60歳未満

(n=1,084)

40歳以上50歳未満

(n=1,027)

30歳以上40歳未満

(n=525)

30歳未満

(n=36)

全体

(n=4,857)

作成したことがある 作成したことがない

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」(2016年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所)



業績傾向の良い小規模事業者の特徴等（女性の就業環境） 
●女性活用のための取り組みについて、その制度の整備面を見てみると、中規模事業者に比して、小規模事業者の整備 
  状況は総じて低いものとなっている。 
●女性の就業先の企業規模を見ると、新卒時に比べて復職時では、規模の小さな事業者が選ばれている。女性の出産・ 
  育児からの復職時の受入先として、小規模事業者の方が採用面でより柔軟に対応していることがうかがえる。 
●女性正社員について従業者規模別の就業年数を見ると、従業者規模が１人から4人の規模の小さな事業所の方が就 
   業年数が長い。小規模事業者の方が女性にとって長く勤められる雇用環境を有している。 
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図１ 女性活用のための取組の制度の整備状況 
図2 新卒女性及び出産・育児からの復職女性の就職先 
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・休暇制度

出産を機に

辞めた人の

再雇用

勤務時間

の短縮

残業・休日

労働の減免

措置

子どもの

送迎等のため

の早退・遅刻

の許可

フレックス

タイムや

勤務時間の

柔軟化

在宅勤務・

サテライト

オフィスの

導入

仕事量・配置

・分担等の

調整

子どもを

勤務先に

つれてくる

ことの許可

育児休業等

の利用者の

いる部署の

負担減免

(％)

中規模事業者と小規模事業者との間に大きな差が見られる取組

中規模事業者で、制度が整っていると回答した女性従業者

小規模事業者で、制度が整っていると回答した女性従業者

資料：中小企業庁委託「中小企業・小規模事業者の人材確保と育成に関する調査」(2014年12月、(株)野村総合研究所)

(注)図表中のｎ値は、女性活用のための取組で「制度が整っている」と回答した者と「制度が整っていない」と回答した者の合計値。

14.2%

1.5%

26.2%

11.5%

7.0%

12.9%

5.6%

9.9%

15.8%

17.2%

31.2%

47.0%

0% 50% 100%

復職女性

n=15,744

新卒女性

n=289,918

2～4人 5～19人 20～49人 50～99人 100～299人 300人以上

資料：総務省「平成24年就業構造基本調査」

(注)1．現在、正社員として働いている女性で「1年前は何をしていましたか」という設問に「通学していた」と回答し

た者を 新卒女性として集計。 2．現在、正社員として働いている女性で、前職があり、前職離職理由を「出

産・育児のため」とした者のうち、現職に平成23年10月以降に就いた者を集計。

図3 就業者就業年数(従業者規模別)(女性正社員) 

5.3%

3.1%

4.1%

10.2%

28.9%

5.1%

3.1%

3.5%

4.4%

8.1%

11.0%

6.9%

7.4%

7.1%

9.6%

9.5%

9.0%

8.4%

9.3%

9.7%

12.8%

14.0%

13.3%

13.3%

11.7%

21.9%

25.4%

22.9%

19.3%

13.9%

26.1%

28.1%

28.9%

26.4%

14.1%

8.3%

10.3%

11.6%

10.0%

4.1%

0% 50% 100%

300人以上

(n=約225万人)

50～299人

(n=約131万人)

20～49人

(n=約72万人)

5～19人

(n=約121万人)

1～4人

(n=約81万人)

30年以上 29～25年 24～20年 19～15年 14～10年 9～5年 4～1年 1年未満

資料：総務省「平成24年就業構造基本調査」

(注)1. 官公庁、「その他の団体・法人」に雇われている者は除かれている。

2. 推計値を使用しているため、集計値には若干の誤差があることに留意が必要である。

20年以上就業(46.6％)
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55.6 

45.5 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

個人教師(音楽、舞踊、スポーツ、 

学習指導、茶道・生花・書道など)(n=39) 

著述家(小説家、脚本家、 

評論家、コピーライターなど)(n=94) 

デザイナー(n=161) 

システムコンサルタント、 

ソフトウェア作成者(n=137) 

翻訳家(n=63) 

建築技術者、土木・測量技術者(n=55) 

記者、編集者(n=47) 

直接受注 

100％ 

直接受注 

80％以上 

100％未満 

直接受注 

60％以上 

80％未満 

直接受注 

40％以上 

60％未満 

直接受注 

20％以上 

40％未満 

直接受注 

20％未満 

小規模事業者の多様な側面（フリーランスの実態や事業活動）① 
●ソフトウェアの設計・開発(SE)、ウェブデザイン、ライティング、翻訳・通訳など、自らの持つ技術や技能を拠り所に、組織に 
  属さず個人で活動する、いわゆる「フリーランス」と呼ばれる事業形態につき、昨年に引き続きアンケート調査を実施。 
●フリーランスが営む事業として多い職種は、「デザイナー」(20.7％)、「システムコンサルタント・ソフトウェア作成(17.7％)、 
   「著述家］(12.1％)等となっている。 
●フリーランスの受注形態を職種別に見ると、直接受注比率が高い職種(100％)は、個人教師(71.8％)、著述家 
   (41.5％)、デザイナー(38.5％)等である。 
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(注) フリーランスは必ずしも明確な定義があるわけではなく、小規模企業白書では、 
    以下のように定義し、アンケート調査を実施。 

特定の組織に属さず、かつ、常時雇用する従業員がおらず、事業者本
人が技術や技能を提供することで成り立つ事業を営み、自分で営んで
いる事業が「フリーランス」であると認識している事業者。 

デザイナー 

20.7% 

システムコンサル

タント、ソフト

ウェア作成者  

17.7% 

著述家(小説家、脚

本家、評論家、 

コピーライター 

など)  12.1% 
翻訳家 

8.1% 建築技術者、土

木・測量技術者 

7.1% 

記者、編集者 

6.1% 

個人教師(音楽、舞

踊、スポーツ、学

習指導、茶道・生

花・書道など) 

5.0% 

マンガ家、アニ

メーター、イラス

トレーターなど  

4.4% 

経営コンサル 

タント 4.4% 

写真家、映像 

撮影者3.5% 

音楽家、舞踏家、 

俳優、演出家、 

演芸家 3.1% 
その他 

7.9% 

(n=776) 

図１ 図2 フリーランスが事業を営んでいる職種 

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査～フリーランス事業者調査編」(2016年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所) 
(注)1．アンケートの設問において、職種を「その他」と回答した回答数(524)を除き、職種が判明している回答数を集計している。 
  2．本図の「その他」は上記1．による集計数のうち、回答率が3％未満であるものを括っているが、その内訳は以下のとおりである(括弧内は回 
    答数)。あんまマッサージ、指圧師、はり師、きゅう師、柔道整体師(22)、美容サービス従事者(着付、エステティシャン、ネイリストな 
    ど)(14)、通訳(6)、ハウスクリーニング職(6)、塗装工、ペンキ画工(4)、大工(4)、植木職・造園師(2)、型枠大工(1)、とび職(1)、畳職(1)    

フリーランスの仕事の受注形態(職種別) 

(注) 直接受注の比率は、フリーランスとして営む事業について、直近1年間の売上高に占める直接受注の比率をいう。 

 直接受注比率が高い   間接受注比率が高い     



小規模事業者の多様な側面（フリーランスの実態や事業活動）②  
●フリーランスが仕事を受注する方法としては、「知人・同業者からの紹介」(55.1％)、「自らの営業」(50.7％)が多いほか、 
   「クラウドソーシング」(7.8％)による受注もある。 
●フリーランスの商圏は同一都道府県までが約56％に対し小規模事業者は約89％。フリーランスの方が広い商圏で活動。 
●仕事の受注に向けた取組のうち、売上高が増加傾向であるフリーランスが最も取り組んでいるものは「技術・技能の向上」 
  (63.3％)であり、売上高が減少しているフリーランス(49.0％)と比べて積極的に取り組んでいる。 
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仕事を受注する方法(複数回答) 図１ 図3 
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(注) 図２、３の仕事の受注に向けた取組は複数回答である。 
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査～フリーランス事業者調査編」(2016年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所) 
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(注)1．小規模事業者のグラフは本文第1部第2章第1節の第1-2-1図を再掲。
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第３部 小規模事業者のたくましい取組   
 

－未来につなげる－ 
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取組事例① 
【小規模企業振興の4つの目標と10の重点施策】 
 平成26年６月に成立した小規模企業振興基本法では、小規模企業の振興に関する施策を講じる際の
4つの基本方針を定めている。さらに、同法に基づく、「小規模企業振興基本計画(平成26年10月閣議決
定)」では、その4つの基本方針の実現に向け、4つの目標と10の重点施策を設定している。 
 これらの観点に立ち、地域に密着してたくましく活動している小規模事業者について、ヒューマン・ストーリーも
交えた44事例の様々な取組を紹介する。                                             

４つの目標 １０の重点施策

【基本計画　第１３条】
施策の総合的かつ計画的な推進を図るための
基本計画の策定

１．需要を見据えた経営の促進
顔の見える信頼関係をより積極的に活用し
た需要の創造・掘り起こし

①ビジネスプラン等に基づく経営の促進
②需要開拓に向けた支援
③新事業展開や高付加価値化の支援

２．新陳代謝の促進
多様な人材・新たな人材の活用による事業
の展開・創出

➃起業・創業支援
➄事業承継・円滑な事業廃止
⑥人材の確保・育成

３．地域経済の活性化に資する事業活
動の推進
地域のブランド化・にぎわいの創出

⑦地域経済に波及効果のある事業の推進
⑧地域のコミュニティを支える事業の推進

４．地域ぐるみで総力を挙げた支援体制
の整備
事業者の課題を自らの課題と捉えたきめ細
やかな対応

⑨支援体制の整備
⑩手続きの簡素化・施策情報の提供

【基本方針　第６条】
①需要に応じた商品の販売、新事業展開の促進
②経営資源の有効な活用、人材育成・確保
③地域経済の活性化に資する事業活動の推進
④適切な支援体制の整備

小規模企業振興基本計画
小規模企業振興基本法



取組事例② 

（例）(株)磐城高箸(福島県いわき市)／高級割り箸の製造・販売 

●需要を見据えた経営の促進の観点に立ち、「ビジネスプランに基づいた経営を実践している事例」、「需要 
 の創造や販路開拓に向けて努力している事例」、「既存商品の高付加価値化や新商品・サービスの開発 
 に取り組んでいる事例」、「新分野進出に取り組んでいる事例」を紹介(全14事例)。 

・社長の高橋氏は横須賀市出身。いわき市の祖父が残した山林の活用を図る 
 べく移住。高級割り箸の製造・販売をする会社を平成22年に設立。 
・試験製造を経て初出荷する矢先の平成23年3月、東日本大震災が発生。 
 卸売業者への契約は全て解除され、廃業を覚悟した。 
・そんな時、デザイナー有志で構成される震災復興支援団体が3,000膳の箸を 
 買い取ってくれ、彼らのデザインするパッケージでチャリティ販売。売上げを全額 
 赤十字社に寄付したことに感銘を受ける。 
・事業への意欲を高めた高橋氏は、次々と新商品を開発。中でも『３県復興、 
 希望のかけ箸』は、国産杉使用、工程の一部を障がい者施設に委託、乾燥工 
 程に石油燃料を使用しない等が評価され各賞を受賞(平成25年グッドデザイ 
 ン賞、平成26年ソーシャルプロダクツアワード、平成27年ウッドデザイン賞など)。 

高橋 正行 社長 
(たかはし まさゆき) 

製造・販売している箸の一部 
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●新陳代謝の促進の観点に立ち、「起業・創業に成功した事例」、「事業承継後の新たな取組に挑戦した 
   事例」、「人材の確保・育成に取組んでいる事例」を紹介(全10事例)。 

（例）自然と未来(株)(熊本県熊本市)／バイオディーゼル燃料(BDF)の製造・販売 

星子 文 社長 
（ほしこ あや） 

原油の回収作業 

・家庭用や業務用の廃食油を回収し、それを原料に環境にやさしいバイオディ 
 －ゼル燃料を製造・販売する会社を平成23年に設立。 
・特に家庭用廃食油の回収は、「わくわく油田プロジェクト」と称し、熊本を 
 油田にしようと、家庭から出る廃食油の拠点回収活動を行う。 
・廃食油の回収ネットワークづくりや製造プロセスの技術革新、環境貢献企業  
 を対象とした販売先の確保などを積極的に行い、環境循環型社会の創造に 
 挑戦。 
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取組事例③ 

（例）光浦醸造工業(株)(山口県防府市)／味噌・醤油及び関連加工食品の製造・販売 

●地域経済の活性化に資する事業活動の推進の観点に立ち、「地域経済に波及効果のある事業に取り 
  組んでいる事例」、「地域コミュニティを支える事業活動に取り組んでいる事例」、「技術・技能者を活かし 
   た小規模事業者の取組の事例」を紹介（全11事例）。 

・創業150年の味噌・醤油の醸造元。 
・平成20年、31歳で８代目社長就任した光浦健太郎氏は、消費者の声に応 
 えるため自社商品の原材料の国産化を決意。しかし、利益率が大きく低下する 
 ため、新商品開発とその売上を伸ばすことに注力。 
・就任からの５年間で、肉を使わず大豆を使用した「精進肉みそ」、「ひよこ豆み 
 そ」、「フロートレモンティー」、など積極的に新分野の商品開発を実施。 
・努力の結果、自社商品の全ての原材料を、地元山口県産中心の国産品に切 
 り替えることに成功。 光浦 健太郎 社長 

(みつうら けんたろう） 
新商品「精進肉みそ」と「ﾌﾛｰﾄﾚﾓﾝﾃｨｰ」 

●地域ぐるみで総力を挙げた支援体制の整備の観点に立ち、「商工会や商工会議所の経営指導員の   
 支援により成功した事例」、「よろず支援拠点が他の支援機関と連携して支援を行った事例を紹介     
 (全９事例)。 

（例）筒井農園(岡山県勝田郡勝央町)／ブドウ(ピオーネなど)の生産・加工・販売【みまさか商工会が支援】 

代表 筒井 則雄 氏 
      (つつい のりお) 

新商品ﾄﾞﾗｲﾌﾙｰﾂﾛｸﾞ「果樹木の実」 

・平成25年、経営課題(２割が規格外/販売価格・収穫量不安定/ﾌﾙｰﾂの加工 
  品が季節限定かつ消費期限が短く流通に乗せにくい)を、みまさか商工会に相談。 
・5年後に売上３倍の目標設定。商品企画段階でバイヤーを交え販路を確保。  
・6次産業化法「総合化事業計画」認定(規格外果物を加工するｽｲｰﾂ事業)。 
・平成26年日照不足により収穫量30%ダウン。原材料確保のため、農園主 仲 
  間と「合同会社のふう」設立。 
・小規模事業者持続化補助金も採択され、ＨＰやチラシ、ﾊﾟｯｹｰｼﾞﾃﾞｻﾞｲﾝを充 
  実。その結果、売上の大幅アップ達成(72%増)。 

http://shop.asahimiso.com/?pid=47194683


【問題意識】 
 全国３８１万者の中小企業、中でもその約８５％、３２５万者を占める小規模事業者は、地域の特色を生かした事
業活動を行い、就業の機会を提供することにより、地元の需要に応え、雇用を担うなど、地域経済の安定と地元住民の生
活の向上・交流の促進に寄与する極めて重要な存在である。 
 平成２６年６月には、「小規模企業振興基本法（小規模基本法）」及び「商工会及び商工会議所による小規模事
業者の支援に 関する法律の一部を改正する法律（小規模支援法）」が成立した。小規模基本法は、これまで中小企
業基本法で規定されていた「成長発展」のみならず、「事業の持続的発展」を基本原則として位置付け、地域で雇用を維
持して頑張る小規模事業者を正面から支援することとしている。 
  
【ポイント】 
 小規模事業者政策を効果的に実行していくため、小規模基本法に基づいて、平成２６年１０月に閣議決定した「小規
模企業振興基本計画」において設定した、次の四つの目標に位置付けた施策に取り組むこととしている。 
  （１） 需要を見据えた経営の促進 
  （２） 新陳代謝の促進 
  （３） 地域経済の活性化に資する事業活動の推進 
  （４） 地域ぐるみで総力を上げた支援体制の整備 

平成２８年度小規模企業施策の概要 

【構成】 
 第１章 需要を見据えた経営の推進 
 第２章 新陳代謝の促進 
 第３章 地域経済の活性化に資する事業活動の推進 
 第４章 地域ぐるみで総力を挙げた支援体制の整備 
 第５章 その他の小規模企業振興関係施策 
 第６章 業種別・分野別施策 
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